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 経営者による内部統制の無効化に対する対策を例示

1. 内部統制監査基準及び実施基準の改正の概要

3

 内部統制の目的の一つである「財務報告の信頼性」を
「報告の信頼性」に変更

 内部統制の6つの基本的要素のうち、以下について改訂
リスクの評価と対応、情報と伝達、ＩＴへの対応

 監査役等・内部監査人に関する役割・責務を果たすため
の重要な行動について追記

 一体的な整備及び運用の重要性及び例示（３線モデル
等）の追加

報告の信頼性

内部統制の
基本的枠組み

内部統制の基本的要素

経営者による内部統制の無効化

内部統制に関係を有する者の役割と責任

内部統制とガバナンス及び全組織的なリスク管理

財務報告に係
る内部統制の
評価・報告

財務報告に係
る内部統制の
監査

 数値基準を機械的に適用すべきでない旨を記載  ＩＴを利用した内部統制の評価に関する留意事項を記載
財務報告に係る内部統制の報告
 重要な事業拠点の選定に利用した指標の一定割合等の決
定の判断事由等を記載することが適切である旨を記載

 前年度の開示すべき重要な不備の是正状況を付記事項に
おいて記載すべき旨を追加

経営者による内部統制の評価範囲の決定 ＩＴを利用した内部統制の評価

（全社的な内部統制に良好でない項目がある場合には、関
連する事業拠点を評価範囲に含める）
 評価範囲外から開示すべき重要な不備が識別された場合
の対応の明確化

 評価範囲に関して状況に変化があった場合における監査
人との協議について明記

財務諸表監査において入手した監査証拠の活用
 評価範囲の妥当性の検討に当たり、財務諸表監査の過程
で入手した監査証拠も活用

 評価範囲に関して状況の変化があった場合における経営
者との協議について明記

 経営者との協議は指導的機能の一環内部統制評価の範囲外から不備を識別した場合
 内部統制評価の範囲外から内部統制の不備を識別した場
合における対応の明確化

経営者との適切な協議

期中での評価結果を踏まえた対応など、期末監査での留意事項が含まれる。
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2-1. 評価範囲外から開示すべき重要な不備が識別された場合
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 評価範囲外の事業拠点又は業務プロセスから開示すべ
き重要な不備が識別された場合、当該事業拠点又は業
務プロセスについては、少なくとも当該開示すべき重
要な不備が識別された時点を含む会計期間の評価範囲
に含めることが適切である。

経営者

内部統制評価の
実施基準2 (2)

監査人

 以下の場合には、監査人は、重要な誤謬や開示すべき
重要な不備が発生した重要な事業拠点や業務プロセス
を評価範囲に含めることが適切か否かを検討しなけれ
ばならない。
 財務諸表監査で識別した重要な誤謬が、内部統制評
価の対象外の重要な事業拠点や業務プロセスから発
生した場合

 財務諸表監査目的で内部統制評価の対象ではない業
務プロセスの評価を実施し、開示すべき重要な不備
に相当する不備を特定した場合

内基報第１号
第75-3項
第262項
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 全社的な内部統制のうち、良好でない項目がある場合
には、それに関連する事業拠点を評価範囲に含める必
要がある。

2-2. 全社的な内部統制に良好でない項目がある場合

5

監査人

経営者

 その評価結果を踏まえ、これに関連する事業拠点を重
要な事業拠点として選定する方法や、当該良好でない
項目の影響を受ける事業拠点の業務プロセスを追加す
る方法などが考えられる。

 経営者が追加する重要な事業拠点や業務プロセスの選
定に当たって、当該良好でない項目が財務報告に及ぼ
す影響を考慮しているかどうかに留意する。

内部統制評価の
実施基準2 (2)
①（注２）

内基報第１号
第94項
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2-3. 評価範囲に関する経営者との協議
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 評価の計画段階で把握した事象や状況が変化した場合、
あるいは評価の過程で新たな事実を発見した場合には、
評価範囲を検討し、監査人と協議することが適切である。

経営者

監査人

 内部統制の評価範囲について見直しが必要と考えられる
場合には、経営者との協議を適時に行うことが適切であ
る。

 監査人としては、計画段階で把握した事象や状況に変化
がないか、また評価の過程で新たな事実が発見されてい
ないかについて注意を払う。

内部統制評価の
実施基準2 (3)②

内基報第１号
第27項、第56項、

第76項

2-1. 評価範囲外から開示すべき重要な不備が識別された場合
2-2. 全社的な内部統制に良好でない項目がある場合

上記を含め
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2-4. 内部統制報告書の記載内容の改訂(1/2)
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重要な事業拠点の選定において利用
した指標とその一定割合

評価対象とする業務プロセスの識別に
おいて企業の事業目的に大きく関わる
ものとして選定した勘定科目

個別に評価対象に追加した事業拠点
及び業務プロセス

 ボイラープレート化を防ぐため（投資家と企業との建設的な対話に資する開示がなされることが期待される）
 必ずしも全ての現行の開示実務を否定するものではない

決定の判断事由の記載について各社での検討が求められている。

金融庁の内部統制報告制度に関するＱ＆Ａが改訂され、内部統制報告書
の記載事項に関する例示が削除された。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲（範囲の決定方法及び根拠を含
む。）として、特に以下の事項について決定の判断事由を含めて記載
することが適切である。

内部統制評価
の基準4 (4)

背景
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2-4. 内部統制報告書の記載内容の改訂(2/2)
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 （設例１（重要な事業拠点の根拠及び結果）の記載）
複数事業を営む一般的な製造業の連結グループであるが、各事業の利益率に大きな差
異はなく、事業拠点の重要性を判断する指標として売上高が適切であると判断し、売
上高を重要な事業拠点の選定指標として用いる。

 （設例５（重要な事業拠点の根拠及び結果）の記載）
連結グループ内で税引前当期純損失を計上している子会社があることから、事業拠点
の重要性を判断する指標として税引前当期純利益よりも売上高の方が適していると判
断した。しかし、売上高だけでは、高利益率の子会社の重要性を適切に判断できない
可能性があることを考慮し、税引前当期純利益を追加的な指標として用いる。

 内基報第１号の付録７「重要な事業拠点の選定方法に係る参考例」の抜粋

内基報第１号の「付録７重要な事業拠点の選定方法に係る参考例」の
（前提条件）及び（重要な事業拠点の根拠及び結果）の記載を参考に、
各社で検討することも考えられる。



Copyright © The Japanese Institute of Certified Public Accountants.ASBJ/SSBJオープンセミナー2025

（参考）その他
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1.【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】
（削除された問１０３の記載例抜粋）
代表取締役社長××××及び取締役副社長××××は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び
運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の
基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」
に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用してい
る。

企業会計審議会より2013年4月7日付で「財務報告に係る内部統
制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及
び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」が公表され
ている。

 現行の内部統制報告書の記載の見直しが望まれるその他の箇所（例）
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